


表
1　
  株
式
消
却
に
関
す
る
主
要
法
規
の
変
遷
と
株
式
消
却
制
度
の
概
要
 

手
続
き
 

根
拠
規
定
 

施
行
年
月
日
 

法
　
　
規
 

内
容
の
概
要
 

有
償
・
無
償

の
別
 

任
意
・
強
制

の
別
 

株
式
消
却

に
よ
り
減
少

す
る
も
の
 

取
得
上
限
株
式
数
の
規
制
及
び
取
得
財

源
上
限
規
制
、並
び
に
債
権
者
保
護
規
定

そ
の
他
 

総
会
の
特
別
決
議
 

商
法
21
2①
 

19
94
年
９
月

以
前
 

  19
94
.1
0.
1

19
97
.6
.1

19
98
.3
.3
0

19
99
.3
.3
1

1
9
9
4
年
改
正
前
の
商
法

に
お
け
る
株
式
消
却
 

①
資
本
減
少
の
規
定（
商
法
37
5-
38
0）
に
従
う
場
合
 

有
償
消
却

お
よ
び
無
償

消
却
 

任
意
消
却

及
び
強
制

消
却
 

株
式
数
と

資
本
金
と
も

に
減
少
 

債
権
者
の
担
保
の
減
少
を
伴
う
故
、厳
格
な

手
続
き
が
必
要
。
債
権
者
保
護
手
続
き（
商

法
10
0､
37
7）
 

定
款
の
規
定
に
基

づ
く
 

商
法
2
1
2
①

但
書
 

②
定
款（
原
始
定
款
ま
た
は
総
株
主
の
同
意
を
も
っ
て
変
更
さ
れ

た
も
の
に
限
る
と
解
さ
れ
て
い
る
）の
規
定
に
基
づ
い
て
株
主
に

配
当
す
べ
き
利
益
を
も
っ
て
す
る
場
合
 

任
意
消
却

及
び
強
制

消
却
 

配
当
可
能
利
益
の
範
囲
内
 

定
款
の
規
定
に
基

づ
く
 

商
法
22
2②
 

定
款
の
規
定
に
よ
り
利
益
消
却
が
予
定
さ
れ
て
い
る
株
式
 

任
意
消
却

及
び
強
制

消
却
 

配
当
可
能
利
益
の
範
囲
内
 

定
款
の
規
定
に
基

づ
く
取
締
役
会
決
議
 

消
却
特
例
法
 

3

従
来
の
定
時
株
主
総
会
の
決
議
に
基
づ
く
利
益
消
却
の
た
め

の
自
己
株
式
の
取
得
に
加
え
、公
開
会
社
は
定
款
に
定
め
が
あ

る
場
合
に
限
り
、取
締
役
会
の
決
議
に
よ
る
機
動
的
な
株
式
消

却
が
新
た
に
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
 

ａ
.発
行
済
株
式
総
数
の
１０
分
の
１
以
内
、ｂ
.

中
間
配
当
財
源
か
ら
中
間
配
当
額
を
差
し
引

い
た
額
の
２
分
の
１
以
内
。
 

な
お
商
法
21
2の
2⑤
～
⑦
の
規
定
の
準
用
。
 

定
款
の
規
定
に
基

づ
く
取
締
役
会
決
議
 

消
却
特
例
法
 

3の
2

定
款
の
規
定
に
基

づ
く
取
締
役
会
決
議
 

土
地
再
評
価
 

法
8の
2③
 

公
開
会
社
は
資
本
の
欠
損
に
備
え
る
た
め
の
法
定
準
備
金
を
超

え
る
資
本
準
備
金
を
財
源
と
し
て
、自
己
株
式
の
取
得
・
消
却
が

出
来
る
特
例
措
置
が
認
め
ら
れ
た
。
定
款
に
①
資
本
準
備
金
に

よ
る
株
式
消
却
が
で
き
る
旨
を
記
載
、②
取
締
役
会
の
決
議
で
資

本
準
備
金
で
消
却
で
き
る
株
式
の
総
数
と
取
得
価
額
の
総
額
を

記
載
す
る
。（
20
02
.3
.3
1ま
で
の
時
限
措
置
） 

事
業
用
土
地
の
再
評
価
益
を
用
い
た
株
式
消
却
が
可
能
と
な
っ

た
。
土
地
再
評
価
差
額
金
を
貸
借
対
照
表
の
負
債
の
部
か
ら
、

再
評
価
差
額
か
ら
再
評
価
に
係
る
繰
延
税
金
負
債
を
控
除
し
た

金
額
ま
た
は
繰
延
税
金
資
産
を
加
え
た
金
額
を
再
評
価
差
額
金

と
し
て
資
本
の
部
に
計
上
す
る（
つ
ま
り
再
評
価
差
額
の
40
％
を

負
債
計
上
、6
0％
を
資
本
計
上
す
る
）こ
と
と
し
、資
本
準
備
金
に

よ
る
場
合
と
同
様
の
要
件
と
手
続
き
に
よ
り
、資
本
計
上
し
た
再

評
価
差
額
の
３
分
の
２
を
限
度
に
株
式
消
却
の
原
資
と
し
て
取
り

崩
す
こ
と
を
可
と
す
る
。
 

①
利
益
準
備
金
が
資
本
金
の
4分
の
1に
達

し
て
い
る
場
合
：
資
本
準
備
金
の
全
額
、②
達

し
て
い
な
い
場
合
：
資
本
金
か
ら（
資
本
金
の
４

分
の
１
と
利
益
準
備
金
と
の
差
額
）を
控
除
し

た
残
額
。
 

な
お
、商
法
37
6③
（
社
債
保
有
者
の
異
議
申

立
）及
び
41
2（
債
権
者
に
対
す
る
公
告
・
催
告
）

の
規
定
の
準
用
。
 

「
土
地
の
再
評
価
に
関
す

る
法
律（
19
98
.3
.3
1施
行
）

（
２
年
間
の
時
限
立
法
）の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

（
20
01
.3
.3
1ま
で
の
時
限

立
法
） 

「
株
式
の
消
却
の
手
続
き

に
関
す
る
商
法
の
特
例
に

関
す
る
法
律
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
」（
消
却
特
例

法
改
正
法
） 

「
株
式
の
消
却
の
手
続
き
に

関
す
る
商
法
の
特
例
に
関

す
る
法
律
」（
消
却
特
例
法
） 

  19
94
年
改
正
商
法
 

  定
時
総
会
の
決
議
 

  商
法
21
2の
2

自
己
株
式
取
得
規
制
が
緩
和
さ
れ
、定
時
株
主
総
会
の
決
議
に

基
づ
く
利
益
消
却
の
た
め
の
自
己
株
式
の
取
得
が
新
た
に
認
め

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
 

   任
意
消
却
 

    有
償
消
却
 

    株
式
数
の

み
の
減
少
 

ａ
.配
当
可
能
利
益
の
範
囲
内
、ｂ
.期
末
に
配

当
可
能
利
益
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
お
そ
れ
が
あ

る
と
き
に
は
買
い
受
け
禁
止（
商
法
21
2の
2⑤
）、

ｃ
.マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
た
場
合
に
は
取
締
役
の
賠

償
責
任
も
発
生
す
る（
商
法
21
2の
2⑥
⑦
）。
 

資
本
計
上
さ
れ
た
再
評
価
差
額
金
の
3分
の
2

注
：
配
当
可
能
利
益
と
は
、商
法
29
0条
に
よ
れ
ば
、開
発
費
等
の
繰
り
延
べ
が
な
い
場
合
に
は
、（
純
資
産
額
－
資
本
金
－
法
定
準
備
金
－
29
0条
１
項
5号
の
自
己
株
式
の
合
計
額
）×
（
10
/1
1）
。
 

　
  開
発
費
等
の
繰
り
延
べ
が
あ
る
場
合
に
は
、（
純
資
産
額
－
資
本
金
－
繰
延
資
産
－
20
9条
1項
5号
の
自
己
株
式
の
合
計
額
）と
な
る（
倉
澤
康
一
郎
監
修
『
口
語
商
法
』自
由
国
民
社
20
01
、3
06
頁
）。
 





表
2　
  株
式
消
却
に
関
す
る
統
計（
19
95
-9
9年
度
） 

19
99
年
度
 

19
98
年
度
 

19
97
年
度
 

19
96
年
度
 

19
95
年
度
 

19
95
-9
9年
度
累
計
 

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

件 数  

延 べ 会 社 数  

件 数  

件 数  

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

会 社 数  

件 数  

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

会 社 数  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

件 数  

会 社 数  

会 社 数  

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

件 数  

取 価 額 （ 億 円 ）  

1 社 当 た り 買  

（ 億 円 ）  

上 限 額 総 計  

買 取 価 額  

会 社 数  

企 業 分 類  

上 場 ・ 店 頭 別  

別 企 業 分 類  

株 式 消 却 形 態  

資
本
準
備
金
 

に
よ
る
消
却
計
 

利
益
に
よ
る
 

消
却

計
 

DCBA

資
本
準
備
金
 

に
よ
る
消
却
計
 

利
益
に
よ
る
 

消
却

計
 

DCBA
2 2       2 2   2 2       2 2

2 2       2 2   2 2       2 2

60
0.
0 

25
0.
0       

60
0.
0 

25
0.
0   

58
8.
8 

24
4.
2       

58
8.
8 

24
4.
2  

30
0.
0 

12
5.
0       

30
0.
0 

12
5.
0   

29
4.
4 

12
2.
1       

29
4.
4 

12
2.
1

11
 4       

11
 4   5 2       5 2

11
 4       
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 4   5 2       5 2

47
96
.0
 

19
5.
5       

47
96
.0
 

19
5.
5   

41
8.
5 
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8.
4       

41
8.
5 

11
8.
4

43
6.
0 

48
.9
       

43
6.
0 

48
.9
   

83
.7
 

59
.2
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.7
 

59
.2

24
 

10
 

38
 

26
     

62
 

36
   

11
 1 2 2     

13
 3

24
 

10
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21
     

55
 

31
   

11
 1 2 2     

13
 3

3,
56
2.
0 

17
5.
8 

1,
29
8.
0 

60
.6
     

4,
86
0.
0 

23
6.
4   

1,
17
0.
4 

40
.0
 

77
.2
 

8.
8     

1,
24
7.
6 

48
.8

14
8.
4 

17
.6
 

41
.9
 

2.
9     

88
.4
 

7.
6   

10
6.
4 

40
.0
 

38
.6
 

4.
4     

96
.0
 

16
.3

13
 3 

22
9 96
 

78
 

15
 

27
 7 

24
2 99
 

10
5 22
 6 1 21
 7 10
  4 1 27
 8 14
 1

13
 3 

18
4 70
 

70
 

13
 

27
 7 

19
7 73
 

97
 

20
 6 1 21
 7 10
  4 1 27
 8 14
 1

1,
71
0.
7 

18
.5
 

4,
13
4.
4 

18
3.
0 

1,
50
7.
0 

65
.0
 

1,
34
2.
9 

14
.3
 

5,
84
5.
1 

20
1.
5 

2,
84
9.
9 

79
.3
 

40
9.
8 

2.
6 

59
8.
5 

66
.5
 

14
1.
0  

19
2.
4 

2.
8 

1,
00
8.
3 

69
.1
 

33
3.
4 

2.
8

13
1.
6 

6.
2 

22
.5
 

2.
6 

21
.5
 

5.
0 

49
.7
 

2.
0 

29
.7
 

2.
8 

29
.4
 

4.
0 

68
.3
 

2.
6 

28
.5
 

9.
5 

14
.1
  

48
.1
 

2.
8 

37
.3
 

8.
6 

23
.8
 

2.
8

2 3 

27
5 63
 

12
1 20
   

27
7 66
 

12
1 20
 0 1 9 6 4 3   9 7 4 3

2 3 

20
2 48
 

86
 

15
   

20
4 51
 

86
 

15
 0 1 9 6 4 3   9 7 4 3

1,
32
0.
0 

33
.0
 

5,
24
1.
4 

19
1.
8 

1,
94
0.
3 

75
.4
   

6,
56
1.
4 

22
4.
8 

1,
94
0.
3 

75
.4
  

9.
1 

28
3.
5 

71
.4
 

17
8.
8 

20
.4
   

28
3.
5 

80
.5
 

17
8.
8 

20
.4

66
0.
0 

11
.0
 

26
.0
 

4.
0 

22
.6
 

5.
0   

32
.2
 

4.
4 

22
.6
 

5.
0  

9.
1 

31
.5
 

11
.9
 

44
.7
 

6.
8   

31
.5
 

11
.5
 

44
.7
 

6.
8

52
 

22
 

54
2 

18
5 

22
1 42
 

27
 7 

59
4 

20
7 

24
8 49
 

24
 7 32
 

15
 

14
 3 4 1 56
 

22
 

18
 

14

52
 

22
 

41
7 

13
9 

17
8 35
 

27
 7 

46
9 

16
1 

20
5 42
 

24
 7 32
 

15
 

14
 3 4 1 56
 

22
 

18
 

14

11
,9
88
.7
 

67
2.
8 

10
,6
73
.8
 

43
5.
4 

3,
47
7.
3 

14
0.
4 

1,
34
2.
9 

14
.3
 

22
,6
62
.5
 

1,
10
8.
2 

4,
79
0.
2 

15
4.
7 

2,
58
7.
5 

41
4.
3 

95
9.
2 

14
6.
7 

31
9.
8 

20
.4
 

19
2.
4 

2.
8 

3,
54
6.
7 

56
1.
0 

51
2.
2 

23
.2

23
0.
6 

30
.6
 

25
.6
 

3.
1 

19
.4
 

4.
0 

49
.7
 

2.
0 

48
.3
 

6.
9 

23
.4
 

3.
7 

10
7.
8 

59
.2
 

30
.0
 

9.
8 

22
.8
 

6.
8 

48
.1
 

2.
8 

63
.3
 

25
.5
 

28
.5
 

1.
7

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

上
場
 

店
頭
 

う ち 公 開 買 付  全 　 体  注
） 
A：
定
時
株
主
総
会
決
議
に
基
づ
く
利
益
消
却
の
た
め
の
自
己
株
式
取
得
を
実
施
し
た
会
社（
商
法
21
2の
2）
 

 
B：
消
却
特
例
法
に
基
づ
く
利
益
消
却
の
た
め
の
自
己
株
式
取
得
を
発
表
し
た
会
社（
消
却
特
例
法
3）
 

 
C：
消
却
特
例
法
に
基
づ
く
資
本
準
備
金
に
よ
る
消
却
の
た
め
の
自
己
株
式
取
得
を
発
表
し
た
会
社（
消
却
特
例
法
3の
2）
 

 
D：
消
却
特
例
法
附
則
に
基
づ
く
資
本
準
備
金
に
よ
る
消
却
の
た
め
の
自
己
株
式
取
得
を
発
表
し
た
会
社（
消
却
特
例
法
附
則
3①
） 

出
典
：『
増
資
白
書
』
19
97
～
20
00
年
度
版（
『
商
事
法
務
』
14
61
、1
49
5、
15
30
、1
56
4の
各
号
）よ
り
筆
者
作
成
 









表3　  自己株式利益消却に関するみなし配当課税のしくみ（2000年度現在、公開会社の場合） 

買
付
方
式 

売
却
・ 

残
存
の
別 

個
人
・ 

法
人
の
別 

課税の原則 所得種類 
指定期間内（1995.11～2002.3）に 
おける特例措置 

市場 
買付 譲渡益 ①申告分離（措置法37の10）、②源泉分離（旧措置法37の11） （同左） 

市場 
買付 譲渡益 通常の各事業年度の所得の計算の中におり込まれる （同左） 

みなし配当 

交付金額と資本等の金額との差額に課税（1項みなし配当）：
①、②もしくは③：①みなし配当額10万円以下（所得税は総合
課税、または申告不要の20％源泉課税、住民税は非課税）、
②10万円超50万円未満（所得税は総合課税か35％の源泉
分離課税、住民税は総合課税）、③50万円以上（所得税・住
民税とも総合課税） 

みなし配当課税なし（措置法9の5①） 

みなし配当 

みなし配当 

みなし配当 

帳簿価額を超える交付金額のうち資本等の金額以外からなる
部分の額に対して課税（1項みなし配当）：①かつ②：①20％
の源泉徴収、②源泉徴収前のみなし配当額に対して税負担。
ただし、益金不算入制度の適用あり 

みなし配当課税（２項みなし配当）①もしくは②：配当控除制度
の適用あり：①みなし配当額10万円以下（支払調書なし。住
民税非課税）、②みなし配当額10万円以上（所得税・住民税
とも総合課税） 

（同左） 

みなし配当課税なし（措置法9の5）：後
日の株式売却時に譲渡益課税となる 

みなし配当課税（２項みなし配当）：益金不算入制度の適用
あり 

みなし配当課税なし（措置法67条の7〔平
成11年改正後、67条の8〕）：後日の株
式売却時に譲渡益課税となる。または
みなし配当課税を選択 

譲渡益 
交付金額と株式の取得価額の差額よりみなし配当額を控除
した額に課税 

交付金額と株式の取得価額の差額に
課税（措置法9の5②、措置法37の10④） 

譲渡益 帳簿価額を超える交付金額のうちみなし配当額を控除した額
に対して課税 （同左） 

公開 
買付 

市場 
買付 

公開 
買付 

市場 
買付 

公
開
買
付 

公
開
買
付 

売
却
株
主 

残
存
株
主 法

人
株
主 

個
人
株
主 

法
人
株
主 

個
人
株
主 

太田昭和監査法人公開業務部『自己株式消却の資本戦略とみなし配当のすべて』（ぎょうせい、1999）14-17頁及び128-152頁と吉川満「株式の利
益消却に係るみなし配当課税の凍結」（『商事法務』Ｎｏ.1406）5頁を参考に筆者作成 










